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 2016年12月に閣議決定された｢原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針｣（以下
、基本指針）において、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉を着実に実施すべく、東
京電力グループ全体で総力を挙げて責任を果たしていくことが必要とされました。

 基本指針に基づき、2017年5月に原子力損害賠償・廃炉等支援機構法が改正され、東京電
力ホールディングス（以下、ＨＤ）は、毎年度、廃炉に必要な資金を廃炉等積立金として
原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下、機構）に積み立てることとなりました。

 また、機構と共同で策定し、2017年5月に主務大臣の認定をいただいた「新々・総合特別
事業計画」において、東電グループ全体で総力を上げて廃炉等積立金の原資を捻出し、
送配電事業における合理化分について東京電力パワーグリッド（以下、ＰＧ）が廃炉に要
する資金（ 「廃炉等負担金」）としてＨＤへ支払うこととしております。

 これを踏まえＰＧは、ＨＤとの間で廃炉等負担金に関する契約を締結の上、ＨＤからの通
知に基づき、2017年度に1,268億円の廃炉等負担金を計上しております。
※なお、廃炉等負担金については、電気事業会計規則等の改正により、託送収支上の費用として整理

する（超過利潤の対象外とする）制度的措置が講じられております。

Ａ－５．廃炉等負担金を踏まえた評価①

（出典）2017.12.20電力・ガス基本政策小委員会資料

【廃炉等積立金制度のイメージ】

（出典）2017.5.18 新々・総合特別事業計画

【2017年度】

3,913億円

【2017年度】

1,268億円



4Ａ－５．廃炉等負担金を踏まえた評価②

 2017年度の廃炉等負担金の水準については、新々・総合特別事業計画に基づき、送配電
事業における合理化分から捻出することや、ＰＧの財務健全性を毀損しないこと、ＰＧ
の負担が過大ではないこと等を踏まえ、ＨＤが決定し、具体的な算定根拠とともにＰＧ
に通知しております。

（１）廃炉等負担金計上前の超過利潤額 ： 910億円

（２）（１）に基づき算定した廃炉等負担金：1,268億円

（３）廃炉等負担金計上後の当期純利益 ： 627億円

＜2017年度廃炉等負担金額の算定根拠（2018年3月時点の見通し） ＞

廃炉等負担金の上限額（試算値※2） ：3,411億円

参考 ＜「電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等※1」に基づく廃炉等負担金上限額の試算値＞

ＨＤからＰＧへの2017年度廃炉等負担金の通知額：1,268億円

※1 2020年度より適用予定

※2 2017年度実績が2018年度、2019年度も継続する前提にて試算した参考値

送配電事業における合理化分から捻出
※法人税差引前に戻すと1,268億円

廃炉等負担金を支払後も適正利益は残り
ＰＧの財務健全性を毀損しない

積立額3,913億円に対し1,268億円の負担
は過大ではない

＜試算値算定式＞ 3,913 －（ 1,112 ＋ 322 ）×（ 1 － 65％）＝ 3,411
ＨＤ

廃炉等積立金

東電ＥＰ

経常利益

東電ＦＰ

経常利益

ＰＧ

有形固定資産比率
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汚染水対策

【取り除く】多核種除去設備（ALPS）による汚染水浄化を継続
【近づけない】地下水バイパス・サブドレンによる地下水くみ上げ

凍土式陸側遮水壁の設置
【漏らさない】海側遮水壁の設置、タンク増設（溶接型へのリプレース等）

使用済燃料プールからの燃料取り出し

【1号機】2018年1月～オペフロ北部のガレキ撤去開始
【2号機】2018年7月～オペフロ内の調査開始
【3号機】2018年2月 燃料取り出しカバー設置完了

燃料取扱機等の試運転を実施中

燃料デブリ取り出し

【2号機】2018年1月 格納容器の内部調査を実施
【3号機】2017年7月に実施した内部調査のデータに基づき、複数の構造物の

損傷や炉内構造物と推定される構造物を確認

（参考）福島第一原子力発電所廃炉の進捗状況

 政府が定めた「福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」に基づ
き、国内外の叡智を結集し、安全・着実に廃炉を推進してまいります。

＜廃炉事業に関する至近の進捗状況＞



6（参考）廃炉等負担金に係る制度的措置①－１

東京電力によるグループ全体での総力を挙げた経営合理化等で必要な資金を捻出させるに
当たり、総括原価方式の料金規制下にある東電ＰＧにおいては、例えば、託送供給等収支
の超過利潤が一定の水準に達した場合、電気事業法の規定に基づき託送料金の値下げを求
められることがあり、合理化努力による利益を自由に廃炉資金に充てることができない。

したがって、東電ＰＧにおける経営合理化分を確実に１Ｆ廃炉に充てられるようにするた
め、毎年度行われる託送供給等収支の事後評価に例外を設けるべきである。

具体的には、託送供給等収支の事後評価において、東電ＰＧの合理化分のうち、東電ＰＧ
が東電ＨＤに対して支払う１Ｆ廃炉費用相当分について、（ａ）超過利潤と扱われないよ
うに費用側に整理して取り扱われるようにする制度的措置、（ｂ）乖離率の計算に際して
実績単価の費用の内数として扱われるようにする制度的措置を講ずることが適当と考えら
れる。

廃炉費用相当分

収益

費用等 現行の超過利潤または欠損

新たな考えに基づく

超過利潤または欠損

＜電力システム改革貫徹のための政策小委員会中間とりまとめ(2017年2月)(抜粋)

 2016年度「電力システム改革貫徹のための政策小委員会」における整理を受け、廃炉等負
担金に充てられるＰＧの合理化分については、「超過利潤」として扱わないように費用側
に整理して扱う制度措置が講ぜられたところ。
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2017.12.20 電力・ガス基本政策小委員会 資料5より抜粋

（参考）廃炉等負担金に係る制度的措置①－２



8（参考）廃炉等負担金に係る制度的措置②－１

 廃炉等負担金を超過利潤対象外とする当社のみの特例措置を設ける一方、ＰＧのみ値下げ
命令の基準値を厳格化、加えて、「値下げ機会の確保」、「ＰＧ過大負担の回避」という
二つの課題への対応も考慮した当社のみの新ルールが設定され、2017年度より適用。

2017.12.20 電力・ガス基本政策小委員会 資料5より抜粋



9（参考）廃炉等負担金に係る制度的措置②－２

2017.12.20 電力・ガス基本政策小委員会 資料5より抜粋



10（参考）廃炉等負担金に係る制度的措置②－３

2017.12.20 電力・ガス基本政策小委員会 資料5より抜粋



11（参考）廃炉等負担金に係る制度的措置②－４

2017.12.20 電力・ガス基本政策小委員会 資料5より抜粋



12（参考）廃炉等負担金に係る制度的措置②－５

2017.12.20 電力・ガス基本政策小委員会 資料5より抜粋



13（参考）廃炉等負担金に係る制度的措置②－６

2017.12.20 電力・ガス基本政策小委員会 資料5より抜粋


